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本稿の目的は 食 のあり様を決定する人びとのライフスタイルの変化 変容の効果と地域の活性化
の関連を検討することにある 今日 食 に関する問題は 農薬混入や食品偽装あるいは賞味期限の改ざん
行為等 枚挙にいとまがない 食 に関する問題は 経済 産業の発展に随伴する 人為的な環境の悪化に
よるものもあれば 企業の利潤追求に帰結する場合もある さらには コスト削減のために海外から食品
食材を輸入する場合も少なくない このような問題を解決するためには 一見すると 企業経営の社会性を
問題点とすれば 解決されるようにも思えるが 本稿では 企業経営の改善にのみ言及するのではなく 近
年のライフスタイルの変化 変容による地域の 食 のあり様や指向性に焦点を当て考察を試みた この視
点は 企業社会の中心になる集権化した都会型ではなく 地域へ分散型化した経営に着目することで 地域
経済の活性化へと発展するものと理解される このような視点から 食 の問題は 人びとのライフスタイ
ルの変化によって 地域に着目することから地域の活性化につながるものといえるであろう
キ ワ ド グラウンドワ ク ロ ハス スロ フ ド 地域の活性化
元来 食 は 地域特性や民族性に至る文化や風土あるい
は歴史的な背景と極めて密接な関係にあったと考えられる
すでにボ ダ レス時代と言われて久しいが グロ バ そこで本稿では これまで 食 について数 の研究が
ル化の進展は 我 の生活に極めて大きな影響を与えてい あるが 経営学の視座から 近年脚光を浴びているライフ
る それを 食 という視点からみると その影響たるや スタイルの動向を背景に 食 に着目して地域の活性化と




農産物の減少を意味することも事実である それは 農業 我が国の食糧自給率を図 に示した 年は穀物自給
従事者あるいはその後継者の減少や食糧自給率の低下等に 率が で主食用穀物自給率が であったが 年
ついて極めて緊要なかつ危機的な問題となっている しか は穀物自給率が で主食用穀物自給率が と急激な
も 国による基準の違いにもよるが食品産業界が持続的に 低下を見せている これは 食 の外部化に対して国内の
発展をして 企業がさらなる成長戦略をとるならば 安価 生産者が外食 がいしょく 中食 なかしょく のニ ズ
な農産物や食料品の輸入がますます増加することは自明の に対応しきれていないことが要因の つとして挙げられ
理である しかもそのことは 農薬の混入や食品偽装問題 る すなわち 消費者の 食 に対する意識の変化に対
といった品質の問題にも多大な影響を及ぼすことになって し 国内の生産者が追い付いていけないとか あるいは
いる 様 な食品騒動が発生すると 消費者は何を購入し また国内の消費者に対する需要の掘り起こしが出来ていな
何を食すれば良いのかという 生活上の根本的な問題に直 い結果であると考えられる 一方 消費者ニ ズが市場に
面する このように考えてみると 食品に係る記述の諸問 反映されてきた結果 多種多様なサ ビスが出現している
題は 生活者である我 の暮らしに多大なる悪影響を及ぼ ことも挙げられる
していることになる これらの要因は 企業が自社の存続 発展を考える際
また これら輸入農産物を原材料として企業がつくる に 消費者のニ ズをどのように把握するのかという極め
食 すなわち画一的 均一化されたコンビニエンス ス て重要な課題を提示することになる





消費者 ユ ザ の意識の変化
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サ ビスの要求ニ ズは向上していくと考えられている いう販売方式をとっている このように 製品の差別化
近年 消費者意識の動向は 上流と下流に二極化をしてお 食 にまつわる差別化の重要性は ますます増加の傾向に
り 基本的な機能だけでなく デザイン性やブランド性を ある
も追求する傾向にある これは 対価を支払いさえすれば
受け取ることの出来ないサ ビスは存在しないという意識
を示していると考えられる 加えて 消費者は 食 につ 年 月 日に 冷凍ギョ ザに有機リン系殺虫剤
いての情報を得るために利用する情報コンテンツの充実と メタミドホス が含まれていたため それを食した消費者
いう側面も また 重要なサ ビスといえる 情報コンテン に中毒症状が発生し 製品が自主回収されるという事件が
ツの充実は 携帯電話の普及とモバイルインタ ネットの 起こった それから 冷凍の鯖からジクロルボスが発見さ
利用で ブログ ソ シャル ネットワ キング れ 食品に農薬混入の事件が多発している これまで
サ ビス 等においてユ ザ 個人間のコミュニケ ショ や黄色ブドウ球菌等による大規模な食中毒事件
ン情報が活発になる こうした現象により 企業や消費者 問題 食品偽装事件によって高まった 食 の安全への意
等のユ ザ が発する情報の影響力が ブログや に 識は 今後 さらに高まっていくことが指摘される
おいて強まる傾向が考えられる それは ネット上の いわ したがって 食 の安全は 消費者やユ ザ にとって
ゆる クチコミ が企業や消費者の双方に取って極めて大 極めて重要な意味を持つことになる 記述の事例は この
きな影響を与えることが予想されるからである 食 の安全性を損ねるものであったがために これまで消
例えば 赤城乳業は 人気製品 ガリガリ君 のマ ケ 費者の内に眠っていた食品に対する不安が 食 に関する
ティングに ブログ上で自社商品がどれだけ取り上げられ 事件のニュ スや報道等から一連の問題となっている そ
たかを重要視している ファンのためにコミュニティサイ れを消費者が学習し 消費者自らが何を望んでいるのかと
トを創設し クチコミを有効利用することで 販売数の増 いうことを企業が そのニ ズとして捉え始めたというこ
加に繋げている これは 同質 同価格帯の商品において との顕れと受け止められる
も 情報コンテンツの内容や利用の仕方によっては 差別 こうした状況は ニ ズとして的確に把握することが
化すること の要因 ともなりう 企業にとって 競争優位を顕在化させ 差別化する試みと
る 企業の経営戦略上 極めて大きな影響を与えているこ なる それが マ ケット リ ダ シップとして市場の
とを示唆している 位置付けを確保することへ繋がり 消費者に対して生産者
さらに モノの消費においてもサ ビスとの一体化が進 や産地情報を提供することで 食 の安全性を伝える可能
んでおり 同じものを購入するにあたっては 商品情報を 性が一段と明瞭になる
的確に伝える必要性があり それは消費者の行動にとって
重要な意味を持っている 例えば 食 の分野では イ
オンは ビ ルの原材料を指定した生産者が生産し 販売 消費者ニ ズの変化は 企業 あるいは生産者 にとっ
する際に消費者への生産者 産地情報 安全性等の情報提 て それを取り巻く環境の変化となっている ここにいう
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囲あるいは周囲の状況であると定義される 一般的に の住民運動 技術革新 消費者運動 顧客嗜好の多様化等
ある主体を取り巻き 生産活動を遂行する上で関係してく である
る企業の外的要因を指している 企業の外的要因である環 これまで企業の行動は 二次環境の要因の一つである住
境は 市場 制度 文化といった社会環境がもともとの捉 民活動によって 公害防止や環境破壊防止あるいは生活環
え方であった これを経営学の分野では 経営環境 境保全のために 企業や政府に対して 具体的な措置を求
という用語で表現する しかし 工 めた経緯がある それは 企業の意思決定が消費者や地
業化の進展から公害等の問題が発生している状況は 人び 域住民を犠牲にして利益最大化を目指していると批判さ
とが自然環境保全への関心を強く示すようになった こ れ 企業の活動に対する社会監査を求める動きが活発化
の外的要因には 国内外での競争状態を包含する産業レベ し その一つとして 環境問題が取り上げられるように
ルでの環境も含まれていることを忘れてはならない 例 なった からに他ならない
えば 消費者ニ ズが変化しているかどうか 企業が主力 これまで地域の自然環境を企業の開発資源として利用し
製品と位置づけている製品の市場が成熟化を辿っているの てきていた企業であるが その企業もまた地域社会を構成
かどうか等というものであり 企業の将来の方向性を検討 する要素として 地域の人びとのニ ズを考慮して経営す
する上で 最も重要な要因として考慮する必要がある る仕組みへと経営戦略の視点を動かさなければならないの
また ロ レンスとロッシュ である
は コンティンジェンシ 理論 この視点は 環境問題をはじめとする地域の抱える諸問
を示し 組織構造を特定の環境 状況に合わせて選択する 題について その解決を図ることを目的として 年代
という適応の必要性を説いている 重要な環境要因は にイギリスのサッチャ 政権下で始められた実践的な活動
生産技術 環境の不確実性 規模であるとされてい がある 大都市の周辺地域においては 当時 工業化の影
る 環境要因の特定化された状況に適合する組織の特性を 響によって環境が悪化し 地域のコミュニティが崩壊へと
見出し 最も有効に機能する組織を設計することが目的と 向かっていた背景がある そうした現象を阻止するため
されている に 家計と行政と企業の三つの経済主体が一体となって
このコンティンジェンシ 理論を環境要因の捉え方に即 パ トナ シップ 共同活動 を組み 身の回りの環境で
して考えてみると 企業 生産者 は 不確実な環境の下 あるグラウンド を整備し その改善を目指した
で 自らの組織を機能させるために 自社の生産技術を駆 のである これが グラウンドワ ク と
使し 環境に適応することが求められることになる また 呼ばれるものである その行為は 再生
企業 生産者 は 生産者からの消費者あるいはユ ザ 改善 そして 管理
への発送が遠隔地となっており 広域流通が中心となって の つが中心となっていた さらに自然回復や文
いること 地域ごとに生産物を分けて扱っていることか 化再生 生活環境改善等という社会改善運動が このグラ
ら どの市場に製品を流通させることが出来るのかという ウンドワ クの主たる目的であった わが国でも この
物流面での技術 あるいは生産規模といった 複雑に入り ような活動が行われてきており ビジネス化も計られてい
組んだ状況下で企業は その経営を求められている 換 る 財団法人グラウンドワ ク協会がまとめるかたちで管
言すれば 企業 生産者 は 組織の戦略を実現するため 理 運営をし その活動を行っている
に最適な戦術 の選択が求められるのである
以上のことから 食 の安全性に対する消費者やユ
ザ の認識と同様に 企業 生産者 は環境認識と的確な 最近とみに 健康 持続可能な社会 環境に配慮した生
働きかけを決定する必要が求められる 企業 生産者 は 活を中心としたライフスタイルを標榜し指向する活動が
広い意味で社会という市場の中の生産者 企業 が長期的 活発になってきている これは 健全で豊かな生活を営み
な方向性や行動目標を考える上で 生産者 企業 のニ たいと願う個人個人の欲求に応えようとしたライフスタイ
ズである 食 の安全性が環境に対してどのように働きか ルである




地域づくりあるいは地域の活性化において 企業 生産 人にその在り処を求めたい 個人の生活観を変化させるこ
者 は非常に重要な役割を負っている ここで簡単に定義 とが必要であり 最終的には一人ひとりの行動となって表
づけをしておくと 企業 生産者 は 環境の中で生産活 れる人間の中の意識の変革が求められる この意識の変革
動を営む組織体であるといえる は極めて難しいといえるが こうした試みが 環境問題の
この企業を取り巻く環境とは 一次環境と二次環境から 解決の糸口として非常に重要な意味を持っている
構成されている 一次環境とは 企業をめぐる利害関係者 人びとの意識と環境問題の間の微妙な位置づけとして
消費者 取引業者 金融機関等 である 二次環境とは 年代後半に アメリカの中西部で生まれた新しいビジ
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が提案された また 食 という視点から地域の活性化への視点を検討
このロ ハスとは 米国の社会学者のレイ すると スロ フ ド という考え方が挙
と心理学者のアンダ ソン が民主的近 げられる これはグリ ン ツ リズムを基本としなが
代主義派の モダン と伝統的保守派の トラディショナ ら 従来とは異なるスロ ライフをコンセプトにした地域
ル の グル プに収まりきらないものを 文化創造者 再生策を検討する必要性から生じた考え方である
カルチュアル クリエイティブ と名づけたことに端 スロ フ ドとは現在イタリアで 万人 全世界で 万
を発する この文化創造者は 金銭的 物理的な豊かさ 人の人びとが参加している消費者運動の名称である ス
を追求しないで 創造的時間や人間関係等 お金には換算 ロ フ ドのその根底にある信念は 食べ物は欠かすこと
できないものも重視している したがって 自分から質素 のできない生活の一部であり 生活の質は健康的で美味し
な生活を目指すのは素晴らしいことであると考え エコロ くバラエティに富む 食の快楽 と密接に結びついている
ジ や持続可能な地球環境 平和 社会正義 自己実現等 その活動は 全世界に会員が存在するまでに発展し ス
に深い関心を寄せる人びとの行動様式として あるいは地 ロ フ ド協会 も形成されている このスロ フ ド
域社会の再生等 理想を実現する行動様式として位置づけ 協会は もともと 年 イタリア北部 ピエモンテ州
られるのである の小さな町ブラで始まった 当時 ゴ ラ という食文化
このような指向性をもつロ ハスのグル プは どのよ 雑誌の編集者であった現会長のカルロ ペトリ ニが イ
うな製品やサ ビスを求めているかといえば 表 に示し タリア余暇文化協会 アルチ という団体の中に
た通りである ここでは 品質に対する絶対的な信頼感と アルチ ゴ ラ という美食の会を作ったのが発端であ
プレミアムが重要であることを示している る スロ フ ドの名前の由来は 年ロ マのスペイ
日本でも 大都会における行動様式の変化 すなわちラ ン広場にマクドナルドのイタリア第 号店が開店し それ
イフスタイルが変化しだしている 地域の開発が進むにつ に対する抗議運動にアルチ ゴ ラの会員が 数多く参加
れて開発された郊外の街へ目的意識を持って居住し 街と した時のことだった スロ フ ドのほぼ対極の意味にあ
主体的に関わりを持つ 様 に新たなライフスタイルを模 るファ ストフ ド は 何かをしながら急
索する人びとが増加してきている このような現象を いで食べるために考えられたものである 長所はどの商品
ニュ サバ ビアン という をとっても品質が同じ 即座に商品が判別できる
このようなライフスタイルの変化は 地球環境へ負担を その時 メンバ の一人が ファ ストフ ド からの
かけないライフスタイルを選択する行動にいたっている 連想として スロ フ ド とつぶやいたことから この
農業の営みができる農村部へ都会から移り住むという 田 言葉が生まれたという そして このスロ フ ドは
舎くらし がブ ムになって久しい 人間らしさの追求を 滋養に重点をおき レシピや味の違いを楽しみ バラエ
唱え 視点を変えて地域の活性化を目指すことをその根底 ティに富む産地と生産者を認め 旬や 食 の行事を大切
に持つ 具体的な事例でもある このような個人の欲求に にすることを推進しており 食育という形態の実現が目的
根ざした行動も また エコのライフスタイルである として挙げられる 記述のアルチ ゴ ラのモット と
前述したロ ハスな指向性を持つ人びとの活動を背景に なった スロ フ ド という言葉と共に イタリアを中
しながら 自然 食 を指向する市場が 地球環境が悪化す 心に賛同者が増加し 年にパリで開催された最初の総
るとともに注目を集めて来ている ロ ハスをビジネス化 会で スロ フ ド宣言 が採択されることになった こ
した企業の経営にも着目して 市場性を形成してきている のことに伴い 会の名称も正式に スロ フ ド となっ
も刊行されており ロ ハス マ ケ た 現在では全世界に約 万人の会員を擁する組織へと発
ティングが拡大化してきており 地域の活性化のためのビ 展している
ジネスの位置づけとなってきているのが現状である また 地産地消もスロ フ ドと同様の考え方である
日本でも聞きなれた言葉であるが 地域で生産されたもの
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経済の成長は 食 の工業製品化とともに 消費者には
生産者の顔が見えない状況を創出し そこで取引がおこな
われてきた 上述したグラウンドワ ク ロ ハス
ニュ サバ ビアンあるいはスロ フ ド等のライフスタ
イルの変化から指向する 食 や スロ フ ドや地産地
消のような地域に視点を据えて指向した 食 は いずれ つつある
も生産者と消費者との顔の見える関係の構築を可能にして 地域に人びとを呼び込む資源には 歴史 文化 自然の
いる点が これまでの工業製品化された 食 とは 極め 他 スポ ツ等のアクティビティあるいはツ リズム等が
て異なるところである 考えられる これらの中からいずれを楽しむにしても
ロ ハス スロ フ ド そして地産地消の活動は 食 の存在を無視することはできない つまり 食 を
食 の安全性という安心感を求める消費者の期待を受け 切り離して何かをエンジョイすることは不可能である 換
生産者側から消費者へ伝えうるものといえる 言すれば 様 な文化活動やレジャ 活動の中で 食事を
さらに ロ ハスあるいはスロ ライフという考え方が どうするか が必ず出現する永遠のテ マであり 人びと
大幅にライフスタイルに浸透していけば 大都市部に集中 は 何を食するかを常に楽しみにしているものである
するいわゆる中央集権型の経済が分散していくことをも意 また 食 自体にも地理的 歴史的あるいは文化的な特
味するであろう これまで農業共同組合 という組織 性等の要因が深く関係している その地域に出かけて地域
の手を借りて流通ル トに農産物をのせ 流通させていた 固有の 食 を体験することが 楽しみの一つとなってい
現実から 地域の生産物を効率的に活用する工夫を創出す る このことは たとえばツ リズムにおいて顕著である
る機会を得て 生産者が地場の需要を開拓し 地元の資源 食 を地域の活性化の中心テ マにすることによって
を有効に活用させる働きかけが大きく期待されている 食 は単体でも十分に効果を発揮するが 地域に存在する
こうした試みは 地方においても新しいビジネスが既に 様 な資源と 食 とを連携させる いくつかの要因と相
生まれ 今後も新たに参入しやすくなってくる可能性を示 乗効果 を生みやすいものにすることが
唆している 新しい価値に基づいて 地域の 食 という できるならば 地域の活性化における 食 の役割は極め
素材が見直されつつある 地産地消による地域の活性化と て大きいものとなる かかる 食 の役割を表すと図 の
は これまで外部で生産された生産物と地域の消費の構造 ようになる
の変化 また地域内の伝統的な 食 に対する企業の新し
いビジネスチャンスの創造とも考えられる このような視
点から日本の地域に根差したシンプルな考えとして 食 食 をテ マにした地域の活性化の主体は 大きく分け
をどう守っていくか どうアピ ルしていくかを考えるべ て 行政 地域住民そして事業者 生産者 加工者 飲食
きである その指向性を 都会集中型から地域分散型の指 業等 の三者になる これら三者は各 のアプロ チに
向へと これを地域の活性化に繋げている団体が最近増加 よって地域の活性化の方向性を異にしている 三者がすべ
傾向にあるが 既述のグラウンドワ ク ロ ハス て連携して行く形が理想であるが プロセスや地域の特性
ニュ サバ ビアンあるいはスロ スタイルのようなライ によって様 な地域の活性化の特性があり 先行した部分
フスタイルはそのことを示しているというべきである が他への相乗効果を果たすこともしばしば見られる 食
また スロ フ ドによる地域の活性化は 地産地消と による地域の活性化のファクタ とアプロ チを表すと図
非常によく似た概念を構成している 高齢化が進展し 社 のようになる
会としても成熟化した日本においては 時間をかけて取 地域の活性化に対するアプロ チを順次説明するとすれ
り組むこと 効率は悪くとも自ら自主的に取り組むこ ば 最初に取り上げることになるのは 地域の知名度をあ
と と言った ファ スト に対する スロ という考 げる地域の活性化についてである これは行政主体のアプ
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出所 地産地消の推進に向けて 農林水産省 年の図を
加筆修正
食の地域の活性化のファクタ とアプロ チ









過程では 主に行政が主体となって広報 活動を行い 地域主体の考え方として 直売所や量販店での地場農産
地域の内外に向けた知名度アップや情報伝達が目標とな 物の販売 学校給食 福祉施設 観光施設 外食 中食
る 地域の活性化のプロセスとしては起爆剤的な役割を担 加工関係での地場農産物の利用等が掲げられる 具体的な
い 地域の活性化のプロジェクトの立ち上げを支援すると 事例として 直売場では 岩手県花巻農協が開設 運営し
共に 知名度アップにより集客効果を高め その後は起爆 ている直売所 だあすこ は 年間 万人が訪れ 年間売
剤となっただけでなく 観光 物販等の波及効果を図るこ 上高は 年度が 億 万円である 開設以来右肩
とが行政としての役割となる 上がりを続けている
次に 地域コミュニティを盛り上げる地域の活性化であ 当初 直売所は 生産資材の販売を目的にしたグリ ン
る これは地域住民が主体のアプロ チである 地域住民 センタ が中心だった しかし 直売所の開設メンバ で
の活動としては 昔からの郷土料理や地域の食材を使った あった女性社員は これまでの女性部会の加工技術等のノ
創作料理等といった地域の 食 資源の再開発 再発見 ウハウを活かすことで 冬場の野菜不足を補うということ
再構築等の活動である これらを持続的にイベントの開催 から直売所を だあすこ として参加した
や食育 地域の食を通じた子供教育 等を通じて 地域に 学校給食では 今治市の学校給食の具体的な事例が掲げ
食 のプロジェクトを根付かせ 地域コミュニティ自体の られる 年から今治市では 地元の有機農産物を活か
活性化を図ることが目的である このことは 地域住民の した学校給食を実施している 年に同地区にある学校
アイディアでプロジェクトを発展的に展開させると共に 給食センタ が老朽化したことによって 地域住民から単
地域住民から発生する地域の活性化の原動力として その 独校式による実施を実現させる運動が起きたことに起因し
役割を担うと考えられる ている 同時期に農協の総会で有機農業研究会の生産者
さらに 第 番目のものは 地域の活動が結合して産業 が提案した 立花地域の給食を自校化して 地域の農産物
化するような地域の活性化である これは事業者主体のア を取り入れていく ことが決議されたことにより 署名運
プロ チである 食 を実際に提供する飲食店や加工業者 動を行った その結果 自校式の学校給食と有機農産物の
等の事業者にとって 本来の事業に付加する形での地域の 導入が始まった 学校給食の影響は 年に小学生だっ
活性化となる 行政や地域住民が仕掛けた地域の活性化の たメンバ にアンケ トを取ると有機栽培に取り組む農家
活動や成果を生かして 事業者が単独では到底実現できな の増加や食の安全を求める消費者の広がりに寄与している
いビジネス機会を創造することも可能となる これは い ことがわかった
わば行政や地域住民が仕掛けた 食 のプロジェクトへの また ライフスタイルの変化は 地域へ目を向けるとと
参加を通して協力し合い 従来の事業の枠組みを 事業規 もに 主にレシピや味の違いを楽しみ バラエティに富む
模 商圏 商品アイテム等を付加することで 地域の活性 産地と生産者を認め 食育という形で実現されている 具






















   
    
 
  
     
   
 
  
   
 
  
   
	   





   
  





   
   
    

































県の株式会社ト ホ は 食 を通して社会貢献すること 以上を整理すると 顧客の創造は新市場の創造に繋なが
を企業理念としており 年に 食農情報学習プロジェ るという考え方である このことを考慮すると 食 の安
クト に取り組み 同社の食農食育活動がスタ トした 全性への消費者ニ ズの高まりは 顧客の創造へのチャン
食農情報学習プロジェクト は 小学校の正式授業カリ スとして捉えられる それは 企業にとって顧客の獲得の
キュラムでは日本初の試みとなった 地元の小学生に野菜 大きなチャンスとなりうる 本稿は このチャンスを 食
の作付けから収穫 販売 調理までを体験してもらい 企 という視点から捉えようとする試みである
業のノウハウと実践教育が織り込まれた活動を展開した 日本を構成する地域の自然や風土の相違等の多様性が
年からはこれまでの食農食育活動で培ったノウハウ 文化の相違を生み出している ある地域で作られる産物
をベ スに 新たな食農食育事業として 社団法人兵庫み は その地域の生産様式が個別的であることから その地
どり公社と連携し 兵庫県の 食と農を楽しむ楽農生活 域の人びとの生活様式ないしは行動様式に相違が生じてい
の交流事業に参画した ト ホ 社では食品流通に携わる る また この多様性が 地域ごとの個性として人びとに
立場から 親子を中心とした消費者に 農業体験の場を提 認識されている
供し 実際の生産現場を知ってもらうことで 生産者と消 この多様化は 食 という視点から 地域ごとに顧客の
費者を結びつける活動を行っている 創造を可能にしている このことは 企業にとっても同様
また 敷地内にある里山を利用して 散策や遊びを体験 である 食 を構成する地域ごとの風土 文化の違いから
できるコ スも用意し 土や自然に触れる喜びを消費者に 地域ごとに 食 という視点を持つ企業による地域の活性
伝える活動を行っている このように企業と行政と地域と 化への解決方法の相違が予想されるが すでに一部の企業
が連携した楽農生活の推進は地域に根ざした活動として少 ではそのことを経営理念を取り込んでいる
しずつ浸透し 今後も様 な形で企業の特性を活かした食 地域ごとに企業は 競合他社が入りにくい市場で地域住
育活動が全国に広がることが期待される 民のニ ズを満たすことから競争優位性を構築することが
食 という視点から企業経営をおこなっている事例を 出来る また地域の企業がニ ズを掴みやすいと予想さ
取り上げたが 地域の活性化の一例である 中長期的に見 れ 結果的に地域企業が中心となって地域の活性化を図る
ても 行政や地域住民が仕掛けた 食 という視点は 地 ことも出来る それらは企業を主体とした地域の活性化が
域の活性化の施策に着目することが非常に多い それが 企業活動の大きな要素であり重要な役割の つであるとい
食 の安全性を求める消費者ニ ズを掘り起こす結果と える
なり 単体の事業者や事業者内の少数の集まりだけでは到
底及ばないビジネスの機会を得ることを可能にする これ
は 食 という視点から 企業経営の根幹にイノベ ショ グラウンドワ ク ロ ハス スロ フ ドあるいは地
ンを起こし 顧客 消費者となる利害関係者である地域の 産地消等の側面から 消費者の意識の変化を基に 企業を
活性化を見出すことに繋がるであろう 主体とした地域の活性化の実現について述べてきた 消費
シュンペ タ は 企業経営にお 者の意識の変化は 自らの健康 食 の安全性へと関心が
ける企業者 による生産諸要素の新結合 移っていること 地域を取り巻く資源として 食 という
として イノベ ションを定義づけ 文化的な資源が存在していること この つから 食 と
ている このイノベ ションの具体的要素は つあり いう消費者ニ ズ そして企業 生産者 という つの要
新しい製品 サ ビス 新しい生産方法の導入 新 素が重なり合い 企業活動が成立する その結果 新しい
しい販路の開拓 新しい供給源の獲得 そして 新し 市場の創造は 企業活動による地域の活性化が達成し得る
い組織の つである とりわけ は 今までに参入し ことを意味するであろう
ていなかった市場 流通網の開拓のことを言う は 原 また 市場を構成する消費者ニ ズの変化は ライフス
料や半製品の供給源を新たに獲得することである この タイルの変化をおこし 安全な 食 を得ようとする求心
食 の視点から企業が主体の地域の活性化が起こりうる 力になる この消費者の安全な 食 への指向性は 企業
と考えられる にとって顧客のニ ズそのものであり このニ ズの把握
しかしながら 食 の視点でのイノベ ションは 企業 は 企業の新しい顧客創造へのチャンスをも含んでいる
主体のみで発生するのではない ドラッカ 地域ごとの多様性を取り込んだ企業のマ ケティング活動
は 年出版の著書 によってイノベ ションが実現されるのである 現在 食
現代の経営 の中で 事業の目的は顧客の創造 品の安全性に対する消費者意識の高まりの中で 郷土で顔
であると論じている そこでは 企 の見える生産者が生産する安全な農産物消費財に対する需
業を成長へと導くためには 顧客という視点に基づいて 要が急騰している その需要の高まりは 当該地域で生産
人びとが感じているニ ズを具体的な需要とすることや反 される農産物の物流 販売に対して新たなビジネスの機会
対に人びとの感じていないニ ズを新製品開発等で具現化 を創出する可能性があると同時に 既存の産業の構図を大
する必要性を説く そして 顧客の創造を実現するために きく変える可能性がある また この過程で地域の活性化
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促進 グラウンドワ クの普及と啓発 国内および国
際レベルでのネットワ クの形成の つがあげられる ま
た グラウンドワ ク協会も設立されている 参考 は
上記 を参考もしくは上記
を参考
ロ ハスについては 以下の を参考 年
ニュ サバ ビアンについては 日本経済新聞第 部 日
経マガジン 年
農林水産省 食料自給率 年 を参考 は 上記 参照
スロ フ ド山形 を参考 は 年
食糧自給率レポ ト 年 農林水産省を参考
顧客との関係をいかに保ち構築していくのかについてはカ スロ フ ドジャパンについては以下の を参考
スタマ リレ ション という考え方がある アン 年
ダ センコンサルティング 村山 徹 三谷宏治 神戸スロ フ ド協会 年 を参考 は
統合チ ム 顧客はそこにいる 東洋経済新報社 また 上記 にもわかりや
年を参考 すく解説してある
日経 編 日経 トレンド情報源 年度版 全国地産地消ネットワ クの を参考 は
年 を参考 年 は
上記 参考 食料白書編集委員会 地産地消の現状と展望 年
上記 参考 を参考にした また 上記 にもわかりやすく解
イ オン 年参照 を参考 は 説している
上記 参考
毎日新聞 年 月 日を参考 上記 参考
社会技術研究論文集 近年の食品問題の構造 年食 上記 参考
品パニック の分析 を参考 上記 を参考
フィリップ コトラ 恩藏直人監訳 コトラ のマ ケ 株式会社ト ホ を参考 参考 は 年 は
ティング コンセプト 東京経済新報社 年 を
参考 上記 を参考
岡本眞一編 環境経営入門 年 を参考 飫冨順久編 経営管理の新潮流 学文社 年
村松司叙 現代経営学総論 中央経済社 年 を参 および を参考
考 上記 および 参考
関口 操 戦略経営への条件と展望 税務経理協会 ドラッカ 野田一夫監修 現代経営研究会 現代の経営
年を 参考 上 下 ダイヤモンド社 年
十川廣國 戦略経営のすすめ 未来創造型企業の組織能力 フィリップ コトラ コトラ のマ ケティング コン
中央経済社 年 を参考 セプト 東洋経済新報社 年 参考




れば高いほど 部門の分化の程度が高く 同時に 分化から
加護野忠男 競争優位のシステム 新書 年生じる部門間のコンフリクトを解決するため高い統合を実
酒井甫 斉藤毅憲編 イントロダクション国際経営 文眞現している組織が高い業績を示していることを明らかにし
堂 年ている 村松司叙 現代経営学総論 中央経済社 年
進士五十八 農の時代 学芸出版社 年を参考
十川廣國 企業の再活性化とイノベ ション 中央経済社本間義人 地域再生の条件 年 を参考
年上記 を参考
日本経済新聞社 産業地域研究所 年参照上記 参照
このような地域住民運動は環境アセスメントと呼ばれる
水野潤一 観光学原論 東海大学出版会 年上記 を参考
佐藤 誠 リゾ ト列島 岩波新書 年上記 を参考
宮崎 猛編 グリ ン ツ リズムと日本の農村 農林統電通エコ コミュニケ ション ネットワ ク編 環境プ
計協会レイヤ ズ ハンドブック ダイヤモンド社 年
恩田守雄 グロ カル時代の地域づくり 学文社 年
中日新聞 年 月 日 夕刊上記 を参考にした
活動主体となるトラストの設立と育成 トラストの活
きである これは地域の活性化の要因の つである また
この 食 という視点から地域の活性化を実現することは
まさに 企業の役割の つとも言えよう
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OUMA UBO
: This paper aims to examine the e ects of lifestyle modiﬁcation on orientation towards
Food and the activation of a region. A lot of problems related to food, such as the use of agricultural
chemicals, disguising the contents of food, and falsiﬁcation of expiration dates, have happened
recently. Many problems concerning food occur together with the development of economy and
industry. Some are due to the deterioration of an artiﬁcial environment, while others stem from the
pursuit of proﬁts by the corporations. Moreover, problems arising from importing from overseas
producers because of cost reduction are not uncommon. To solve such problems, it would seem one
has only to inquire into the management of an enterprise. This paper, however, makes reference not
only to improvements in the management of an enterprise, but also considers a focus on regional
orientation towards food in light of lifestyle modiﬁcations in recent years. From this point of view it
was understood that the activation of a region comes, not from centralizing the corporate community
in large cities, but from decentralizing regionally. Lifestyle modiﬁcations shift the focus on food
problems to the region, which in turn leads to the activation of the region.
:
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E ects of Lifestyle Modiﬁcation on Orientation
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